
-57-

岸外交評価の再構築
一東南アジア開発基金構想の提唱と挫折＊ 一

保城広至日

Summary 

By analyzing the process of ”The Idea of Southeast Asian Developm巴nt Fund" which was 

proposed by the Japanese Prim巴 Minister, Kishi Nobusuke in 1957 and broke down at the sam巴

year, this article is going to pursue two main objects. First, it will revise the proceeded study 

of postwar Japanese diplomacy. Secondly, it will illuminate the main factor as to why any 

regional multinational institution was not formed in Asia in this era. The contents of his 

proposal were organizing the new multinational institution in this region and requiring United 

States to fund for it, but letting it be managed by mainly Asian countries. 

In the study of Japanese diplomacy after WW  II, it has been thought that Kishi carried out 

the ”Autonomous Diplomacy" vis-a-vis the US, just as Hatoyama Ichiro did. His diplomatic style 

was opposed to the one of Yoshida Shigeru and Ikeda Hayato, both of whom hav巴 b巴en thought 

to have adopted the ” Collaboration Diplomacy" with the US and to devote themselves to achieve 

Japanese economic recovery and development. In this line, it has been explained that Kishi ’s 

proposal was indispensable for him to accomplish the ” Autonomous Diplomacy" vis a vis the US 

At the same time, it has b巴en explained that Kishi tried to establish anti-communist economic 

community with this proposal because of his strong anti-communism ideology. 

Opposed to these views, this article aims to prove that his proposal was part of the 

” Collaboration Diplomacy" with the US. It emerged from an American ambassador ’s secret 

consultation about the 巴conomic development of Southeast Asia and Kishi ’s expectation that 

Am巴rican aid policy was changing. Moreover, the proposal was not Kishi ’s original idea. Those 

who struggled for Japanese economic recovery and development had always thought of the same 

kind of idea since the end of WW  II At that time, th巴re wer巴 many people who were anxious 

about the foundation of European Economic Community (EEC) among Zaikαi and the Ministry 

of International Trade and Industry (MITI). They proposed their opinion to create a kind of 

economic community in Asia to counter EEC at Kishi ’s private confer巴nce, which Kishi accepted. 

This articl巴 will also prove that Kishi himself tried to avoid anti-communism rather than to 

emphasize it. 

The main factor that set the contents of this proposal, which would constrain the American 

voice regardless of th巴 necessity of American cooperation, was the ” Asian view” 
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among the Japanes巴 in this era. It defines vast area including South Asia, Southeast Asia and 

Japan just as ” Asia ” and posits Japan on the top of it as a host. Kishi approached "economic 

development by the Asians for the Asians" and believed this idea would be widely accepted 

because he had a strong ”Asian view’\ 

Th巴re was, however, no place to approve th巴 idea of ”economic development by the Asians for 

th日 Asians”. Almost all countries in South and Southeast Asia rejected Kishi ’s proposal 

Mor巴over, the United States, which at first consulted Kishi about this matter, refused it in the 

end. 

Kishi ’S idea collapsed because his ” Asian view” was far from the real Asian situation. This 

attitude of Asian countries was the stumbling block for the foundation of a multinational 

institution in this region. 

序章：問題の所在と設定

1989 年アジア・太平洋経済協力（APEC）会議

の設立以後、アジア・太平洋における地域主義に

対する関心がにわかに高まりを見せ、その文脈の

中で日本と東南ア ジアの結びつきも謄表するよう

になってきた。 APECが華々しいデビューを飾っ

たためそれ以前の出来事は看過されがちであるが、

日本において、自国と東南アジアを経済的に結び

つける地域主義構想、は常に底流として存続してき

たのである。本稿で取り上げる、 1957年に岸信介

首相が提唱した“東南アジア開発基金構想” l は 、

そのような地域主義構想、を日本がイニシアティブ

をとって直接アジア諸国、アメリカに打診した戦

後初の試みであった。その提唱と挫折のプロセス

を追うことによって、①岸が同構想、を提唱したの

はなぜか②アジアで多国間機関を新設するという

同構想の性格を決定した要因は何か③それが挫折

したのはなぜか、という問いに明確な解答を与え

る。それによって、戦後日本外交史研究では対米

自主と位置づけられてきた岸外交の通説的理解を

修正し、この時期アジアにおいて地域的な多国問

機関の創設がかなわなかった一要因を明らかにす

ることが本稿の目的である。

第 1 節：東南アジア開発基金構想の骨子

1957年に岸信介の提唱した東南アジア開発基金

の骨子は以下のようなものであったら

一． コロンボ・プラン加盟国 18 カ国3を基本的な

構成国とする。

初年度の基金は 5億ドル程度とし＼毎年基金

を増加していく。

理事会と事務局長を置く。理事会は政策決定

機関であり、理事は基金参加国がその出資額

に応じて派遣する。ただし、理事会において

各加盟国の行使し得る投票の数は、アジア諸

国については全体の 3 分の l を超えない範囲

において各国平等に、出資国については出資

額に応じた投票数（但し一国の投票数は出資

国に割り当てられた投票数の 2 分の l を超え

ることはできないこととし、又アジア諸国の

うち出資を行ったものにはアジア各国の有す

る権利に、出資割りによる権利を加算しうる

こととする）を認めるものとする。

経済開発のため、通常の金利では収支償わな

い政府の公共事業などに長期資金を低利で融

資する＇o

つまり、アジアのための地域的な多国間援助機

関をつくり、 主にアメリカに資金出資を求め、ア

ジア諸国が運営していくという性格であった。そ

の文言を検討すると読みとれるのが、アジア諸国

はもともと平等に理事の投票資格を得ている上に、

出資国はさらにその出資額分だけ投票数を加算さ

れるという内容である。当時アジアで出資する可

能性のある国が臼本のみであったという状況や、

資金のほとんどをアメリカに頼みとしながらその

発言権を抑えるという点を考えると、日本にとっ

て好都合な内容だったと言えるだろう。さらにこ

の構想が提唱されるに至るプロセスを追うことに
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よって、この構想がアジア諸国というよりも日本

の経済発展のためのものであることが明らかにな

るだろう 。

指摘すべきは、こ の構想の対象国がコロンボ ・

プラン加盟国というように、“東南アジア”開発

基金とは言うものの、 そこには“南ア ジア”の国々

も含まれていた ことである。この時期の日本にとっ

て“東南アジア”は、今で言う東南アジア諸国連

合（ASEAN）加盟国のみに限定されるのではな

く、インド、 パキ スタンなどの“南ア ジア”をも

包含する地域概念、であった。本稿においても何 ら

断りがない限り 、 “東南アジア ” 地域は当時に倣っ

て、 今で言う南アジアと東南アジア諸国を含む広

範囲の地域を意味している。また単に“アジア”

と言うときは、 その東南アジア地域に日本のみを

含めた範囲を指すこと にする。

第 2節：日本外交史の定説と先行研究批
判

従来、この構想を扱った先行研究は寡少だった

が、近年岸の東南アジア訪問関係の外務省資料が

公開され、それを土台と した研究が徐々 に出始め

てきている九しかしそれら資料が公開された後で

すら、この構想がなぜ、どのような経緯で岸によっ

て打ち出されたのかといった、日本側の政策決定

過程を扱った研究は皆無である。それゆえ、 アメ

リカ側の文脈は一次資料を駆使した実証研究によっ

てほほ正確な記述がなされているのに対し7、日本

側のそれは誤った解釈が与え られてきており 、 未

だ改め られていない。本稿で明らかにするように、

この構想の出現過程を追わない限り、その性格を

理解することはできない。

戦後日本外交史研究における岸外交の一般的な

位置づけは以下のよ う なものである。それは、対

米協調を堅持し、 経済発展に遁進した吉田茂、池

田勇人に対し、 鳩山一郎と同じく対米自主外交を

掲げ、 安保改訂に尽力し、 中固など対外関係にも

独自の路線を打ち出したと見なされる姿勢である8。

このように、 首相の米国に対する個人的態度がそ

の時代の日本外交の性格を決定し、彼 らの交代と

共に以前との連続性は途絶え、 新たな外交政策が

新首相によって掲げられる と いうのが、 従来の日

本外交のイメージであ っ た。 しかし、 こ のような

日本外交の解釈は、英米両国の一次資料に基づい

た最近の級密な実証研究によって修正されつつあ

る。すなわち、鳩山、 岸の “対米自主”という姿

勢は、あくまで圏内政治を顧みなかった吉田外交

を反面教師とした、圏内用のレトリックに過ぎな

かったという見解である。 中国政策は吉田以降一

貫したものであったし九日米安保改訂も、岸が当

初から全面改定を言い出したのではなく 、 アメリ

カがイ ニ シアティブを取った結果だという仮説が

提示されている 1 00

岸の対米自主外交のイメージは、 東南アジア開

発基金構想についてもそのまま適用される。すな

わち、吉田が提唱したアジア ・ マ ー シャルプラン

構想は日米協調の一環であったのに対し 、 岸の構

想、はアジアの盟主になることによって ア メリカと

対等の立場に立とうとした、という位置つ‘けであ

る＂o この説は、以下のような岸の回顧録での発

言から引き出されてきたものである。

「アジアにおける日本の地位をっくり上げる 、

すなわちアジアの中心は日本であることを浮き彫

りにさせることが、 アイクに会って日米関係を対

等なものに改めようと交渉する私の立場を強化す
ることになる。」 12

「この構想が実現すると、東南アジアにおける

日本の主導権が確立する。と いう こ とは、 東南ア

ジアにおける中共、 ソ連の影響力を排除し、 自由

主義陣営の立場が強化されることになる。もちろ

ん日本の産業界も潤うだろうが、それ以上に日本

の世界政策としてとらえるべきである。Jl3

「東南アジアを先に回って、アメリカと交渉す

る場合に、孤立 した日本ということでなしに、 ア

ジアを代表する日本にならなければいけない。」 l •l

「対米自主外交」を、アメリカとの距離を保ち 、

自国の利益を追求していく 自発的な外交路線と定

義するならば、これらの一連の発言はまさしくそ

れに他ならない。しかしなが ら、アメリカに資金

を依存しながら対米自主外交を推進するというの

は、矛盾した行為であろう 。 20年後の回想をその

まま鵜呑みにすることは避けなければならな い。

第 2章で明らかにするように、 岸がこの構想を提

示す る に至った背景には、 実はアメリカの内密な
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打診があったのである。すなわち、この構想は対

米協調が不可欠の前提であった。かっ、そのよう

な構想は岸独自のものではなく、日本経済の復興

と発展を目指した人々が戦後一貫して訴え続けて

きたものであり、岸構想はその流れの中流に位置

するに過ぎなかったのである。このように、岸外

交の一般的な解釈である対米自主外交のイメージ

からは、岸が自らの構想、を提唱した原因を正しく

導き出せないのである。

本稿において、従来対米自主と位置づけられて

きた、岸による東南アジア外交に対する通説の修

正を試みる。それを近年の中国政策、安保改訂の

研究に加えることによって、我々は岸外交に対す

る評価の根本的な転換を迫られることになるだろ

っ。

また、もう一つのこの構想についての解釈とし

て、岸が強い反共性を有していたため、アジア地

域に反共経済圏を確立しようとしたという説があ

る九しかし反共経済圏を形成するつもりなら、

アメリカの影響力を削ごうとする必要はなかった

はずである。岸がこの構想に求めたのは、後述す

るように日本の経済進出をこの地域に拡大するた

めであったが、むしろそのために反共性を前面に

出すのを避けたと言える。そこが反共外交を積極

的に推進した吉田のアジア ・ マーシャノレプラン構

想と板本的に異なっていた点である九岸が自ら

の構想を正当化するために持ち出してきたのは、

“アジアによるアジアのための経済開発”という

アプローチだった。しかしその言葉自体は聞こえ

が良いが、その深層には岸を中心としてこの構想

出現に関与した人々による楽観的なアジア観が横

たわっていた。 すなわち日本をアジアの盟主と捉

え、東南アジアの経済開発は欧米よりも日本こそ

がやるにふさわしいという認識であり、日本は東

南アジアの代弁者たろうと した。それ故に彼らは、

アメリカが表に立つのは好ましくなく、アジア

（実質的には日本）が運営する多国間機構の創設

を訴えたのだった。この構想が東南アジア諸国に

受け入れられることを、彼らは極めて楽観視して

いたのである。

しかしながら、このような日本の政策決定者の

アジア観は、 実在のアジアとはかけ離れたものだっ

た。日本に内密に打診したアメリカ側は、アジア

経済統合に関する研究を独自に進めていた。アメ

リカは、結局この地域での多国間機構の創設は困

難であるというアジアの現状を正確に捉えており、

それゆえこの構想は拒否されるに至るのであっ

た九

以上のこ とを、この構想の変選を追うことによっ

て実証していこう。

第 1 章：東南アジア開発基金構想提

唱に至る背景

第 1 節： “日米経済協力の一環としての
東南アジア開発”一戦後日本の底流とし
て

戦前の日本にとってのアジアとは、圧倒的に大

陸のことであった九 しかし戦後、満州と朝鮮半

島を失った日本は、繊維製品その他の工業製品需

要市場と食料 ・ 原料供給源を大陸以外の地域へと

求めて行かざるを得なかった。朝鮮戦争以後、 中

国との貿易は日本の歴代政権による政経分離政策

の努力にも関わらず、対中国輸出統制委員会

(CHINCOM）により厳しく制限されており 、 ま

た中国と韓国両国の反日感情も手伝って、大陸は

戦前のように十分な日本の市場となり得なかった。

このような国際環境から、コストの高い北米市場

のみに依存してはいられない日本が東南アジア開

発に意欲を示したのは当然であり 、 そのための資

金をアメリカに仰ぐことになる。このように、

“日米経済協力の一環としての東南アジア開発”

というスローガンの下、アメリカの資金と日本の

技術を結びつけることによって、 戦後失われた日

本の市場を東南アジアに求める構想は既に敗戦直

後から外務省や経済安定本部によって温められて

いた九それは日本が独立を果たした後も、底流

として存在することになる。しかしながらこのア

プロ ーチに対してアメリカは、 一貫 して援助の約

束を拒み続けるのである。

たとえば、軍備問題に焦点を当てて論じられる

ことが多い、 1953 年 10 月の池田 ・ロ パートソン
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会談はその一例であった。この会談で池田勇人自

由党政務調査会長は、東南アジア諸国に対するア

メリカの援助を賠償支払いと結合させることや、

日本と東南アジア各国との共同事業開発について

アメリカの援助を期待 したのである。これに対し

アメリカ側は個々のケ ー スについて具体案がある

場合は十分協力すると繰り返したが、何 ら実質的

な約束は与えなかった目。

1954年に吉田茂首相が外遊で打ち出し、しばし

ば岸構想と比較される“アジア ・ マ ー シャルプラ

ン”構想もその一つである。吉田は米国ナショナ

ル・プレス・クラブの壇上に立ち、東南アジアへ

浸透する恐れのある中国の脅威を喚起 した。吉田

は、現在東南アジア自由諸国への援助総額である

年間 4億ドルは、 「中共」と対抗していくのに必要

な 10分の l に過ぎないと言 う 。 東南アジアが自由

主義国の一員として生き残るためには、我々各国

政府や国際金融機関を通じて資金供給を大幅に増

大させなければならないと声高に訴えたのであ

る引。 しかし、末期状態にある吉田政権をすでに

見限っていた国務省は、 吉田に対してはいかなる

関与もしない方針にあった。このような巨額の資

金を融通することはできないのみならず、たとえ

少額でも吉田の言うような効巣を上げるのは苦心

を要するものであると、その訴えを峻拒するので

ある九

1955年鳩山内閣の重光葵外相が、民主党幹事長

だった岸や農林相の河野一郎ら と訪米した際にも、

東南アジア開発のため米国の援助を要請する。重

光は同年新たに計上された“アジア経済開発のた

めの大統領特別基金（後述）”から日本に対する

配慮を訴えるが、アメリカからは伺の言質も取る

ことができなかった230

翌年の 1956 年 3 月に一万田尚登蔵相が提唱した

“アジア開発金融機関”構想も、同じ路線上に位

置 していると言えるが、①アジア諸国のナショナ

リズムに配慮する必要がある②急速な近代化政策

は統制主義に陥る危険がある③経済援助にあたっ

てアジアに対する理解がこれまで十分でなかった、

などに留意して、アジア諸国の経済開発のために

必要な資金の低利、長期の融資、技術援助などを

行う機関を新たに設立する、という点で従来のも

のとは趣旨が異なる。 この構想、は、同年 2 月末に

来日中であ っ たジョンストン（Johnston, Eric) 

国際開発顧問団 （IDAB）団長の発言に触発され

て高ま っ たものである。ジョンストンは、 東南ア

ジア諸国の経済開発において日本が指導的立場に

立つべきで、そのために投資金融機関を設立すべ

きであると発表した九 これを受けた形で一万田

が上記の構想を提起したのであるが、その資本金

にアメリカの出資が見込まれていたお。 一万田は

その勾三の 3 月と 9 月に 、 ダレス (Dulles, John 

Foster）国務長官やホリスター （日ollister

John）国際協力局 (ICA）局長などにこの構想を

示したが、 アメリカ側の反応は従来のものと何ら

変わりはなく 、 その訴えは退けられたのであるヘ

以上のように、 東南アジア開発にアメリカの援

助を求める試みは独立後から存続し、 そしてこと

ごとくアメリカの拒否によって挫折してきた。岸

の打ち出した東南アジア開発基金構想 も、その例

外ではなかったわけである。 ただ、 吉田政権時に

強調された“日米経済協力の一環としての東南ア

ジア開発”は、 徐々にその針路を変えていくこと

になる。 新たに湧き出したもう一つの流れが次第

に勢いを憎してくるからである。すなわち、 “ア

ジアによるアジアのための経済開発” という流れ

であ る。

第 2節 ： “アジアによるアジアのための

経済開発” ーもう一つの底流

戦後独立を果たした日本は、単なる原料供給源、

商品需要市場として位置づけていた東南ア ジ アに

ついて再考を迫られるこ ととなる。 例えば、 1 952

年に経済安定本部の大来佐武郎と原質天がすでに、

従来我々はアジア諸国を外部から、 自分たちの必

要性という観点から眺めており 、 彼 ら を内面か ら

理解することに努力し、問題の解決に協力すると

いう立場をとるのでなければ、 彼我の聞に真実の

友好関係をつくりあげることは難しいだろうとい

う認識を示している九 1954 年にアジア問題調査

会を吸収して発足したアジア協会の初代会長を務

めた藤山愛一郎（日本商工会議所会頭）も、 一時

その存在を忘れ去っていた観がある東南アジアの

国々とは、 深き理解と相互の友情と信頼を基礎と
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して協力を行ってゆかねばならないと、大釆らと

問機の所見を述べている由。 “アジアによるアジ

アのための経済開発”が彊われ始めたのである。

しかし、そのような快い響きのスローガンの奥

には、 もう一つの深層心理が潜んでいたのである。

それは、まず、日本 ・ 東南アジア ・ 南アジア諸国

を含めた広大な地域を、西洋の対置概念、としての

“アジア”と一括りにする。そして日本をその中

の盟主と位置づけ、東南アジア諸国の経済開発は、

植民地主義の残擦が未だ生々しい欧米ではなく、

同じアジアの先進国である日本がやるに相応しい

地位にあると信じて疑わなかった心理である。岸

をはじめ、岸の政敵であった村松謙三 （後述）な

どの自民党議員29や財界人の多くがこのようなア

ジア観を共有していたと言える。経団連の座談会

などで知れる財界人の考えは、まず東南アジア諸

国は経済建設について何もわかっていないので誠

意をもって教えてやる必要があるということ、ま

た米国の開発援助は政治的なねらいがあり、東南

アジア諸国にとって本当の利益なるのかどうか疑

問であること、資金についても日本が親切にこれ

らの国の面倒をみてやろうということになれば、

アメリカもある程度安心して金を出すだろうといっ

た楽観的なものが大勢を占めていた九第 2章で述

べる経済外交懇談会という、 岸構想に重要な影響

を及ぼすことになる諮問機関の出席者は、主にこ

れら tlf-t罪意識の希薄な財界人だったのである。

“アジアによるアジアのための経済開発”を掲

げるものの中にも、アジアの多様性を認め、アジ

アを外から見下ろすのではなく、主体的に関わり

合うことを主張する立場も存在した。例えば、先

に挙げた大来、原はこの立場をと っていたと思わ

れる九さらに経済開発の文脈とは離れるが、同

時代の中国文学研究者であった竹内好は、日本を

アジアの盟主と見なす岸や外務省のアジア観を

「古くから流れる感情j32、すなわち旧態依然とし

た戦前からの継続に他ならないものだと批判する。

竹内が求めたものは、アジアの一員として、アジ

アに責任を負う姿勢であった。また栴棟忠夫が

“文明の生態史観”などの一連の論文を発表 した

のもこの頃である。彼はその中で、日本は他のア

ジアの途上国よりはむしろ西欧に近く、インドも

東洋というより「中洋」とでも呼ぶべき地域であ

り、アジアの同一性を強調するのは「一種の外交

的フィクションである」と言う。その虚構を支え

ているのは、 東南アジアに対する無知であると梅

4事は断じるのである九

しかしながら、後者のような見解は傍流であっ

た。主流派は「忘れ去られていた」東南ア ジアを

想起したものの、それは再び経済的な南進を開始

することに他ならなかった。先に述べた一万田の

“ア ジア開発金融機関”構想、も、このような主流

派の発想から浮上したものであった。ここでは一

応、アジア諸国のナショナリズムに配慮し、理解

することが菰われている。しかし日本が東南アジ

アの経済開発に乗り出す事に対して、或いはアジ

アを一つにまとめて新たな多国間機構を形成する

可能性に対しては、何ら疑問符を附してはし、なかっ

たのである九

そして岸のアジア観は、まさに前者のそれであっ

た。節を改めて、 岸信介のアジア観を論じてみよ

っ。

第 3節 ： 岸信介のアジア観

岸はなぜアメリカの資金を日本が運用すべきか

を以下のように説明する。「 ・・・ アメリカに対

しましでも、アジアの問題については、指導する

とかなんとかいうようなことを言うわけではあり

ませんけれども、少くとも日本の考えがアジアを

理解し、アジアをほんとうによくする上において

は一段すぐれてFおり 、 「これらの国々の経済的

基離を強化することは、日本のアジアにおける地

位から見まして当然やるべきことであり 、 私はま

たやるのにふさわしい地位にあると考えて」担いる。

さらに、「アジア問題の処理については、 米国は

わが国に学ぶべき多くのものがある筈である ・ ．．

ここに日米共同協力の原則を主張する根拠があ る

」37 のである。岸は、米国大使マッカーサー

(MacArthur, Douglas A. Il ）に対しても「お

そらく共産主義のプロパカンタのために、アジア

の途上国側は一国からの援助に対して懐疑的で、

ア メリカの誠意を適切に理解できて いなし、」、 そ

れゆえ「この問題（東南アジア諸国の懸念 一引

用者注〉を解決するためには、多国間機構をつく
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る ことが必要である戸 と力説するのである。

後にアジア主義者と呼ばれるようになる岸の、ア

ジア指向の思想形成の原点は大学時代にあ っ た。

東京帝国大学法学部の学生だった岸が最も思想的

に影響を受けたのは大川周明、北一師らであっ

た九 原彬久は「岸のなかに理論的に構築されつ

つあった北一輝的国家主義、すなわち国内改造論

と対外膨張論とを一体化させた国家社会主義は、

同時に大川のアジア主義によ ってさ ら に肉付けさ

れてい っ た ・・・ なぜなら、 岸が北一輝の抱く対

外膨張論の対象を『アジア』にみてと ったの は、

大川の大アジア主義によるところ大であった し、

その『アジア』への自意識を思想的に正当化しえ

たのも、やはり大川を経由したからである」40 と岸

の思想形成を鋭く分析している。

商工省時代に岸は満州国産業部次長として満州

開発 5 カ年計画を立案、満州重工業を設立するな

どその建国に深く関与したが、その 自身の満州行

き の基礎には大川の大アジア主義があっ たことを

認めている“。ま た、そのア ジア観は戦後A級戦

犯と して巣鴨に収容され、幽囚の 日 々を経たあと

も、「おそ らく 断絶はない」し「一貫 している」

と断言する九岸は「東南アジアを歴訪してその

つど満州国のことを思い起こ J43 し、 東南アジアに

かつて潰えた夢である満州国を投影するのである。

指摘すべきは、岸のアジア観は戦前のアジア主

義とは同一ではないという点である。 なぜならば

戦前のアジア主義は、欧米に対するカウ ンタ ー・

イデオロギーの様相が強く 出ていたが、戦後にお

ける岸のそれは反欧米という意識は全く見られな

いからである。岸は巣鴨時代こそ反米的な手記を

記しているもののヘ政界に復帰してか らは 日米

関係を重視し、非常に親米的であった。 またアメ

リカも、有能な政治指導者である岸に対 し て高い

評価を与えている品。 このよう に、戦後岸のアジ

ア観は、大川の大アジア主義をそのまま受け継い

だのではなく、反欧米としてのイデオロギーが抜

け落ち、アジアの中での盟主意識はそのまま残っ

た形で「一貫」 していたのである。 これが岸信介

における戦前の“アジア主義”と戦後の“アジア

観”の相違であった。

第4節：南アジア市場の重要性

序章で触れたように、こ の時期の日本にとって

“東南ア ジア”とは、 南アジアをも含む地域概念

であ った。そしてその中でも、当時の日本、 岸 に

とって最 も重要視すべき資源供給市場は、 “南ア

ジア”だったのである。

鉄鉱石、 石炭な どの一次産品を戦前中国に依存

していた日本は、 新たな供給源を開拓する必要性

に迫られていた。 特に鉄鉱石の 80%は欧米に依存

しており、フィリピンやマラヤからは戦前から継

続して鉄鉱石を輸入 していたが、品位の低下や埋

蔵量が限界であると いう認識が、岸、通産省、 鉄

鋼業界に共通してなされているへそこで鉄鋼業

界が目をつけたのが、良質な鉄鉱石が埋蔵されて

いるインドだったのである九

賠償汚職などをめ ぐる黒い疑惑が絶えずまとわ

りっき 、 「政治は力であり、金だJ's と公言 しては

ばか ら ない岸は、 長州閥、 一高、東大、商工省l時

代に培った人脈により資金源としての財界と強い

繋がりを持 っていた。藤山愛一郎、植村甲五郎

（経団連副会長）との結びつ きの他に、戦前の商

工省時代に日鉄合同を推進し、鉄鋼業界の育成に

尽力した岸は、この方面に広い人脈を持っていた

と言われている九 岸との結びつきを指摘される

人物として、永野重雄 （富士製鉄社長） や小島新

一（八幡製鉄社長）などが挙げられるヘ もちろ

ん、基幹産業の一つである鉄鋼業を政府が重要視

するのは当然であり 、 岸が巣鴨で快々たる日々を

過ごしていた時から、すでに政府は石炭や鉄鋼産

業に対して合理化を推進し、重点的に投資を行 っ

ていた510 それに加えて先に述べた関係から、 岸

にとっていっそう鉄鋼業界の意向は無視できなかっ

たはずである。事実小島は、東南アジア訪問前の

岸と公式に会見し、 インドの鉄鉱石開発を促進す

るよう、インド政府に働きかけることを岸に要請

している九 また、衆院外務委員会の答弁やマ y

カ ーサ一大使との予備会談などで、岸が東南アジ

ア開発について言及するときに必ず挙げる例はイ

ンドの鉄鉱石開発であった。

岸は後に「この構想、は米国からできるだけの資

金を引き出して東南アジアにばらまこうというも
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ので、米国が直接やれば民族感情を刺激するから、

同じア ジアの一員である日本を通 じて行う ところ

がミ ソなのであ るP と回想する。 その発言は、今

の我々にしてみれば奇妙に響く。大東亜共栄圏の

旗印の下、狭義の東南アジア諸国を軍事的に占領

したのは日本に他ならないのであるから。 岸が楽

天的なアジア観を内在させていたことは先に述べ

たが、例えばフィリピンの反日感情の強さは、 自

分の訪問によっても変化はなかったという認識を

示しておりへ決して過去の負債を狭義の東南ア

ジアからは払拭した ものと考えていたわけではな

かった。そこに“南アジア”を強調することによっ

て、 一つの解答が得られる。 すなわち、 岸が経済

開発に最も乗り気だったのはインドであり、この

構想の中心に据えられていたのも、中立主義を掲

げている イン ドを含む南アジア諸国 とイ ン ドネシ

ア品だった。こ れら諸国の対日感情は欧米に比較

して良好であると岸は考えていたからこそ、何の

迷いもなしにこの構想、を推進した と考えることが

できる。

第 5節：アメリ力の地域主義構想と東南
アジア

日本と東南アジアを経済的に結び、つける意図を

有していたのは何も日本だけではない。講和後日

本を西側陣営にと どめておく 必要に迫られていた

アメリカは、 日本が中国へと傾き、共産ブ ロ ック

に取り込まれることを防く・という政治的意図から、

東南アジアと日本を経済的に結ひ‘つけようと腐心

すること になる九 しかし第 1節で概観したように、

アメリカは日本による東南アジアへの援助要請を

一貫して拒否し続けてきた。

20 年ぶり に共和党政権を復活させたアイゼンハ

ワ一 （Eisenhower, Dwight D .）大統領は、経済

開発はアメリカの援助よりも貿易の拡大と民間投

資の増大と いった自助努力で行われるべきだとい

う財政保守主義者であり、途上国の援助に消極的

であった。 それが日本の援助要請を一貫 して拒否

し続ける重要な要因の一つだった＇'o しかし、ア

イゼ ンハワ 一政権内部において援助削減は決して

一致した態度ではなく、ス夕、y セン （Stassen,

Harold） 対外活動局（FOA） 長官はアジアへの

対外援助拡大を訴え続けていた。スタッセンは

1954年、日本が正式加盟することになるオ タワ で

聞かれたコロンボ ・ プラン会議で、 多国間の新た

な地域的経済機構の設置とアメリカの援助計画を

発表した語。それを受けた形でアジア経済政策委

員会が設立され、 翌年 1 月に 2 億 ド ルを “ア ジア

経済開発のための大統領特別基金”として計上す

ることが決定されたのである。 結局、 これはアメ

リカ国内で財政保守主義者からの批判が高まり 、

議会によって 1億ドルに減額され、 次の年は削除

されるという憂き目に会うが、この試みはアジア

地域での多国間機関設立への試金石でもあった。

なぜな ら、アジア諸国自身がこの問題につ いて話

し合う ために翌年の 5 月、 イン ド の招請によって

シムラでコロンボ ・ プラン加盟国による会議が聞

かれることになり、東南アジア諸国の態度が明確

にされたからである。 すなわち、ビルマとセイロ

ンが欠席し目、タイ、フィリピンとインドネシア

も出席はしたがほとんど発言せず、 パキスタンが

明確に反対した。アジア諸国は欧州、｜ と 異なり 、 欧

州経済協力機構（OEEC）の ような地域的組織を

つ くっ ても、 各国の早急な経済発展は望めそうも

ないどころか自国の経済開発計画が損なわれる 、

という理由で地域経済協力案は退けられた。 コロ

ンボ ・ プランに事務局を置く必要もなく 、 経済協

力は二国間で行うのが好ましいというのが一致し

た見解だった。大多数の国が、域内貿易の増大よ

りも自国の生産力上昇に優先権を与えていたので

ある曲。一ヶ月前に鮮明な印象を見せつけたノてン

ドン会議で も、各国の不協和音は克服 しがたい も

のであった九 さらにこのシムラ会議では、ア ジ

ア諸国相互間の病疑心、 警戒心、 自国内問題から、

現実のア ジア地域的協力がいかに多くの困難に満

ちているかが明らかにな っ たのである。

この会議に出席した大来は、こ の会議によって、

アジア諸国が共同で経済開発をすすめていくには、

未だその期が充分熟していないことが明 ら かにな

り、これをあまり性急に追求すべきではない、と

いう所感を述べている目。 このように東南ア ジ ア

諸国の明確な反対から、 スタッセン構想は挫折に

終わったのである。
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第 2章：東南アジア開発基金構想の

出現プロセス

第 1 節：アイゼンハワ一政権における援
助政策の転換

前主主で概観したように、アイゼンハワ一政権の

一期目は基本的に対外援助に対して消極的であっ

たが、 二期目の最初の年である 1957 年になると援

助政策の転換が見られるようになる。 具体的には、

開発借款基金（DLF）が 5 月に創設され、ソフト

ローンによる途上国開発への融資 ・ 債務保証がお

こなわれるようになったこと、軍事援助から経済

援助へと重点が移行したことなどが挙げられる。

このように、カウフマンの言葉を借りればアメリ

カの援助政策は、「援助より貿易を（Trade not 

Aid）」から、「援助も貿易も（Trade and Aid）」

へと転換するのである九

この移行期にアメリカでは、議会、ホワイトハ

ウス両者に援助政策の大幅な再検討のために様々

な委員会が設けられることになる。議会は上院下

院ともに援助のための特別委員会を創設 し、大統

領も米国鉄鋼協会会長だったフェアレス

(Fairless, Benjamin）、 IDAB 団長のジョンスト

ンを委員長とする新たな諮問委員会をつくり、援

助政策見直しを要請する九

また、この当時のアメリカ援助政策の重要な動

きとして、ドッジ（Dodge, Joseph）の後任とし

て 1956年 7 月に対外経済政策委員会（CFEP）の

議長に就任したランド ー ル（Randall , Clarence) 

の地；威主義構想、が挙げられる倍。 ランドールは各

国の経済事情視察のため、同年 12 月に極東と（狭

義の）東南アジアを歴訪した。彼はそこで、アジ

ア諸国は今こそ米国に頼らずに各国がおのおのの

経済的脆弱性を自ら同土で補完するため、多国間

の地域経済会議をつくるべきだという報告書を提

出する。資金にはアジア経済開発のための大統領

特別基金や、日本の賠償などが想定されており 、

中心的な役割を期待されたのはフィリピンであっ

た。日本はその会議に必要不可欠であるが、東南

アジア諸国の反日感情が未だ記憶の中に生々しく

残存しているために、日本の lj ーダ ー シップは各

国の警戒心を；著、起するとランドールは判断したの

である 660

ランドールの要請を受け、 5 月にヤンク

(Young, Kenneth T. Jr.）を委員長とする 、 国

務省、商務省、財務省、 農務省、 ICA の代表者 10

人からなる省際委員会が新たに設けられるヘこ

の委員会の目的は、 “アジア地域経済開発と協力

に関する委員会” という名が示すとおり、アジア

において新たな地域経済協力の可能性を研究する

ことであった。そしてこのヤング委員会が、後に

岸構想、の運命を決定することになるのである。

第 2節：アメリカの打診

鳩山内閣の後を受け、激しい自民党総裁選挙に

勝利した石橋湛山が首相に就任したのは 1956 年

12 月である。総裁公選の決選投票において 7 票差

で破れた岸は外相に就任した。 翌年 1 月 24 日に石

橋が肺炎で倒れると、 3 1 日に岸は首相代理に指名

され、病状が好転しなかった石橋は 2 月 23 日に総

辞職することになる。岸はその 2 日後に国会で首

班に指名され、 3 月 2 1 日の党大会で正式に第三代

自民党総裁に選出される。 7 月に内閣改造が行わ

れて藤山愛一郎が外相に就任するまで、岸は首相

と外相を兼任することになる。

1957年 2 月 4 日、日本問題についての国務省会

議がダレス、大使就任直前のマ y カ ー サ 一二世ら

が出席して開かれた。ここでは、前述のランドー

ル報告についての協議が行われ、アジア経済会議

創設の実現性には疑問を呈しているものの、とり

あえずランドール構想は是認された。そして日本

政府が今まで同様の構想を訴え続けてきたという

事実に鑑み、近日マッカーサーが日本に着任する

ので、彼が東京大使館の経済顧問であるウェーリ

ング（Frank A. Waring）と協力して日本政府

に非公式かっ内密に接近し、とりあえず日本から

情報を得るという結論に達したのである曲。

この決定を受けて、 1 5 日に着任したマッカ ーサー

大使は 19 日夕方に初めて岸を訪問し、その日のう

ち早々に国務省会議での決定事項を伝えた。そこ

で大使は、 この分野で我々は共同で建設的な行動

をとる可能性があり、これは自分の個人的な見解
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であると断りながら、 「この分野でのイニ シアティ

ブは米国よりもアジア諸国（Asians）から 出てく

るのが重要だ」 と打ち明けたのである。 岸がこの

計画を歓迎したことは言うまでもなし、。喜んでマッ

カーサ一大使の要求に応えることを約束したので

ある 690

マッカーサーの個人的発言が岸に及ぼした影響

は大きかった と言わねばな らなし、。確かに大使は、

この問題のイ ニシアティブは「アジア諸国」 がと

るのが良いと、直接「日本」と明言することは慎

重に避けている。しかし日本がアジアの盟主であ

ると 自任する岸にしてみれば、日本を置いて他に

経済開発のリーダー シップをとる固などないはず

である。先述のように、ランド ールは 日本のイ ニ

シアティブに対して否定的だった。しかし、アジ

ア地域経済協力構想がマ y カーサー を経て岸に伝

わった時点で、ラ ン ドールの警告は完全に抜け落

ちてしまっていたのである。岸が自らの構想、を被

露した時、ランドールの胸中は如何なるものだっ

fこだろうか。

ウェーリ ングと協議するために任命された人物

は外務省の湯川盛夫経済局長と千葉倍欧米局長で

あった。 3 月 3 日にマ ッ カーサーがタレスに送っ

た電文によると、その時点で外務省は具体的な地

域的アプローチを何ら有していなかった。彼らは

過去の負債を未だ背負っているこの地域において、

自らがイニシアティブをとることで東南アジア諸

国が危倶の念を抱く ことに憂慮、 していた。またそ

の一方で、アメリカが過去に吉田、一万田らの提

案を拒否し続けてきたことに対する失望感が大き

く、アメリカの支援が得られるということが明確

になり、途上国の懸念が払拭されるまでは自ら地

域的な開発計画を立てることに尻込みしている様

子だった。マ y カ ー サーの印象では、日本側は二

国間でプロジェクトごとに日米共同で開発を行う

のが最も堅実であると信じていたようである700

もう一つ、アメ リカの援助政策転換が日本に及

ぼした影響として、フェアレス、ジョンストン両

委員会報告を挙げておかなければならなし、。フェ

アレス委員会のメンバーは 2月に来日し、外相だっ

た岸、蔵相の池田、通産相の水田三喜男らと会見

している。この委員会は 3 月 5 日に報告書を公表

したが、 数十ペー ジにもわたるその中で「われわ

れは、アジアと南アフリカに（欧州、｜と 一引用者

注）同様な大市場樹立の見込みが有力であると信

じている。 ・・・このような広域経済圏の発展は、

アメリカの外交政策の主たる目的でなければなら

ない」7 1 という一文が含まれていた。実際にはフェ

アレス報告は、援助拡大を制限し、各地域の 自助

努力に任せる方針を採ったことや、被援助国をア

メリカの集団安全保障システムに参加している固

に限定 していたといった理由により政府内では評

判が悪く、採用されなかった九しかし、この一

文が日本に与えたインパク卜は誠に大きかったの

である。各新聞は、この指摘がこの報告の金看板

であると言わんばかりに大々的に取 り上げたし73、

アジア協会の分析においても、この部分が「第一

に注目される J74 と述べ られている。

ジョンス ト ン報告はその 3 日後に提出された。

そこでは途上国を共産主義に追いや ら ないために

も、軍事援助よりも経済援助の万が望ましいと指

摘 し、 新たな国際開発基金を設置して ICA を通じ

て運営されるべきであると提案している750 フェ

アレス報告と異なり、ジョンストン報告は国務省

に好意的に受け入れられ、提言どおり 5月に DLF

が創設されるのである760

日本内では、これらマッカ ーサ 一大使の提案や、

フェアレス、ジョンストン報告という一連の動き

から、アメリカの援助施策が転換期にあり、日本

もその恩恵にあずかることができると判断したこ

とは想像に難くない。「・ ・ ・フェアレス調査団

あたりも充分考え、これまでのアメ リカのやり方

が効果的であったかどうかを検討している 。 その

意味ではアメリカは今反省期に入っている」77 とい

う岸の発言はこれを裏付けている。 1 月末に聞か

れたアジア・太平洋地域公館長会議で同地域を日

本外交の中心に据え、経済協力を推進する姿勢を

打ち出していた岸だが78、 2 月に来日したフェアレ

スと行 っ た会談では、賠償をアメリカの資金によっ

て効果的に活用する以外の考えは有していなかっ

た九 加えて、前述のマッカ ーサ一報告によれば3

月初旬の時点ですら、外務省内では多国問機構を

つくることには否定的だったのである。

岸は 4 月 17 日に自らの構想をマッカーサーに提
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起するのだが（後述）、それまでの一ヶ月半の聞

に、どのよ うな動きがあっ たのだろうか、 宣↑］を改

めて論じることに し よう。

第 3節・岸と財界の収敏 一経済外交懇
~λゐ．
罰ll<. :z三

1957 年 3 月、岸は強力な経済外交を推進する た

め、新しく外務省の諮問機関として“経済外交懇

談会”を設置する ことを決定 したと発表する。 3

月 15 日に、 植村甲午郎、藤山愛一良~高碕達之助、

高杉晋ーや一万田尚登など 17 人の政 ・ 財界人が外

務省に招かれ、初会合が聞かれた曲。この懇談会

は、その主なテーマが東南アジアの経済開発に絞

られていた こ とから判断して、岸が財界の意見を

東南アジア経済外交の指針に据えようと考え、創

設されたことはほぼ間違いなし、。

第一回会合では、欧州共同市場と欧州原子力共

同体の問題が取り上げられた。この年の 3 月末に

欧州では共同市場のためのローマ条約が締結され

る予定だったが、未だ発足していない欧州経済共

同体（EEC）とそれが東南アジア経済に及ぼす影

響に対して、参加者の懸念が大きい こと が見受け

られる。加えて東南ア ジア諸国の経済開発に米国

の資金をあてにしていることは窺えるが、それは

多国間より個別でやったほうが好ましいというの

が一致した空気だったようである九前年の一万

田構想の挫折を受け、 財界では同じような多国間

の基金創設の可能性に悲観的だったのだろう。あ

るいは外務省の面々が議論をその方向に誘導した

のかも しれない。

しかし、その空気は約半月後の 28 日に聞かれた

第二回経済外交懇談会で変化することになる。前

回会合においてアジアでは個別で経済協力を行 う

ほうが好ましいと表明していた参加者が、欧州共

同市場に対処する意味で東南ア ジアにも地域的な

共同市場のような ものを設けた方がよいのではな

いか、という意見に一転 したのであ る 8＼わずか

13 日という短期間で何が変化したのだろうか。

残念ながら、 この方向転換を検証するには材料

があまりにも乏しいため、その原因は推測の域を

出ない。第一回会合との違いは、 第二回会合では

松村謙三が報告したこと 、 新たな参加者が 5人加

わったことである。松村は中東、 東南アジア諸国

を巡り、それら諸国の対日感情が非常に良い原因

として、「彼らが大体独立できたことは、やはり ・・

・ 大東亜戦争の結果」であると言う。そして、 東

南アジアの経済再建については、「元の西欧だの

アメリカなどの資本によるのでは、また元通り大

資本に搾取されることになる」ので、「日本の技

術、 経済資本の援助を仰ぎたいということを、 大

体どの国を通じても考えていたよう J だ と の印象

を受けている曲。 松村は石橋らと共に中国 と の国

交回復に尽力し、一般にいわゆる「臆罪派」と考

え られているヘ しかしなが ら 、 東南アジア に関

しては岸や財界人らと同じア ジア観を共有して い

ることが認められるのである。

加えて、通産省の欧州統合に対す る脅威認識を

挙げなければならない。第二回会合が聞かれる 3

目前の 25 日に通産省は、同日ローマで調印された

欧州共同市場に対する対策を検討するために省議

を聞いている。その省議では、 欧州共同市場が日

本に及ぼす影響として、①欧州、いとこれに編入され

る領土向け輸出はむずかしくなる②商品競争力と

い う点でアフリカ、中近東、 東南アジアへの輸出

も困難になる、という悲観的見通しが大勢を占め

ていた。欧州におけるように関税、数量制限の撤

廃というところまでは踏み切れないにしても、 重

要物資の優先融通と技術交流についてはアジア共

同経済圏をつくるべき との意見が強かったよ うで

ある。それをふまえて通産省は経団連、 ジ ェトロ

（日本海外貿易振興会） と協力して欧州経済統合

研究会をつくることを決め、翌日に第一回の幹事

会を聞くことになったとの報道がなされている曲。

耀かに、通産省の一部では欧州統合に危慎の念を

抱き、ア ジア共同経済圏の構想を強く推進するも

のもいた師。 フェアレスが訪日したときも、通産

省の提出した試案において「要すればアジア金融

公社の如き国際的開発金融機構の設置についても

積極的な検討を要請したいYという記述も見られ

る。 26 日に行われた第一回欧州経済統合研究会に

関しては、残念ながらそれについて触れた報道は

なく 、 内容は不明だが、 約 2 ヶ 月後の 5 月 22 日に

聞かれた第二回研究会の報道はなされている。通

産省はこの目、財界 ・ 貿易会の代表を招き、欧州
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共同市場に対抗する

ついて検討したようである。そこでは、欧州共同

市場のような完全なものはできないが、アジアに

も広域経済圏をつくることは将来必要となり、そ

の方法として、 ①域内貿易を活発にする②アジア

決済機構の結成③アジア開発基金の調達④技術協

力、の 4つがあるという結論が出されている阻。こ

の第二回欧州経済統合研究会が聞かれた時はすで

に岸が東南アジアに訪問中だったのだが、その初

会合（3 月 26 日）は経済外交懇談会が方向転換を

した第二回会合（28 日）の直前だったのである。

通産省内の一部がその場で財界を説得、あるいは

脅威感を煽り、第二回経済外交懇談会で自分たち

の考えを押 しだそうとした可能性は十分ある。

加えて、第一回会合ではアジア共同市場に消極

的だった出席者たちだったが、第一章で明らかに

したように東南アジア開発は彼らにとって不可欠

なことであり、またアジア観を共有していたこと

を忘れてはならなし、。それは 4月 17 日に聞かれた

第三回経済外交懇談会で出された意見からも窺え

る。すなわち、「東南アジアの開発については日

本だけではなく、米国資本の利用も考えられてい

るようであるが米国が表にでているとの印象を与

えることは好ましくなし、。したがってわが国に新

しい投資機関をもうけ、あるいは既存の機関を利

用して米国の資金を東南亜諸国に‘流すにしても注

意が必要である」曲というのが、その時に表明され

た見解だったのである。

もちろん、出席者の中にもこのような多国問機

構をつくることに否定的な者もいた。植村はその

一人であったし90、 高碕は前年の一万田構想に反

対論を唱えていたことから、同様な構想に賛成し

たとは考えにくし＇9＼しかしそのような声は、岸

のアジア観とは相容れなかったに違いない。

以上のプロセスを整理してみよう。まず、外務

省は多国間での経済開発に当初から消極的だった。

その理由は東南アジア諸国が日本のイニシアティ

ブに対して好意的ではないこと、過去アメリカの

支持を得ることができなかったということであっ

た。 そして当面東南アジアの経済開発のためにな

すべき ‘ことは、各国の民族主義を尊重し、実現性

のある部分的協力関係を積み上げることであると

考えていた目。 すなわち現実的な外務省は、ある

程度正確に当時の東南アジア諸国とアメリカの態

度を把握していたのである。しかしマ ッ カ ー サー

の打診に加え、アメ リカの援助政策の転換に期待

をかけた岸は、東南アジア経済政策の指針とする

ために、外務省の影響力を越えた経済外交懇談会

を創設した。 そこでアジア共同市場を設けるとい

う結論に達したことから、外務省はこの問題に取

り組まざるを得なくなった。その経済外交懇談会

のメンパーである財界人は、従来から東南アジア

開発に意欲を見せており、その多くが第一章で述

べたアジア観を共有していたのである。また、通

産省は直接この構想、に関与しなかったもののへ

財界人への後押しをしたことはおそらく間違いな

い。通産省を動かしたのは、従来から求めていた

技術協力推進に加えて、欧州統合への脅威認識だっ

たのである。このように、インド開発に重点を置

いていた岸と、その他の地域も当然視野に入れて

経済協力を行いたかった通産省と財界が、 当初は

消極的だった外務省を突き上げた形でできあがっ

たのが東南アジア開発基金構想であった。

第4節：マッカーサ一大使との予備会談
における東南アジア開発基金提案

4 月 13 日を皮切りに、岸が訪米する 6 月 16 日ま

での聞に、岸とマ ッ カーサ一大使はアイゼンハワー

との会談に備えでの予備会談を数回開いている。

この一連の会談で岸は安保改訂、沖縄 ・ 小笠原問

題、基地問題や中国との貿易など、 日米の友好関

係を損なっている幅広い問題について取り上げ、

日本の要望を大使に伝えてい る。

岸が東南アジア開発について具体的な提案をマッ

カーサー に差し出したのは 4 月 17 日の会談におい

てである。岸は日本自身の開発のための、道路建

設基金などに関する援助の要望を述べると共に、

東南アジア開発のペーパーをマッカ ー サ 一大使に

手交するへそのペーパーでは、東南ア ジア開発

基金構想がほぼその輪郭を露わにしていた。名干仇

運営方式、あるいは技術訓練センターの設置など、

後の岸構想の特徴がそのままここで提示されてい

るのである。 3 月 28 日の経済外交懇談会の決定を

受けた形で、 岸はこの日に自らの構想、を披露した
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のだった。

しかしこのような多国間のアプローチに対して、

マッカーサ一大使は途上国の反日感情の強さに留

意して、その経済開発協力には個別でプロジェク

トごとのアプロ ーチを採った方がいいと述べてい

る。大使は、 6月に岸構想を検討するよう委託さ

れたヤング委員会に参考人として出席した際、日

本を中立主義に向かわせてはならないと訴え、

「岸構想は日本と東南アジア諸国双方ともに利益

となるものである J と同構想を擁護しているヘ

しかし実はすでに この時点で、彼自身もまた新た

に多国間機構をつくる可能性については悲観視し

ていたのである。

4 月 19 日の衆院外務委員会で、アジア経済統合

についての戸叶里子（社会党）の質問に対し岸は、

アジアとしての共通した理念が作り上げられてい

るということも考えられず、今日直ちにアジア共

同市場ができるということは困難であると考えて

いると答弁し、アジア諸国が共同で経済開発を行

う可能性を否定しているへこのように、一方で

衆院委員会のような公式の場では否定しながら、

他方ではすでに米国との予備会談でその話題につ

いて交渉するという、老練政治家としての岸の手

練手管は安保改訂に関しての答弁でも散見できる

ところである九この時点で既に、東南アジア開

発基金構想は水面下でその姿を現していた。

第 3章：東南アジア開発基金構想の

挫折

第 1 節： “空飛ぶ外相” 98

岸は 1957年 2 月 4 日に、肺炎で倒れた石橋の代

読と、外相と して自 らの施政方針を行った。この

施政方針演説で岸は、適当な機会に東南アジア諸

国を歴訪したいと表明する目。当初の考えでは石

橋は米国、岸は東南アジアをと、役割分担があっ

たようであるが1冊、石橋が政権を投げ出さざるを

得なくなったために岸は首相兼外相として双方を

訪問すること になった。そして 1957 年の 5 月 20

目、第 26 回国会が閉会した翌日に岸は羽田を飛び

立った。まず香港に立ち寄った後ビルマ、イ ン ド、

パキスタンと歴訪し、折り返してセイロン、タイ 、

そして最後に中華民国を訪問して 6 月 4 日の夜に

帰国する外遊であった。

序章で触れたように、最近公開された外務省資

料によ って、この訪問における各国首脳との会談

内容などがある程度明らかになった。個別の国々

における会談内容の詳細はそれらの一次資料を利

用した研究に譲るとしてへここでは岸構想に対

して各国からどのような反応がなされたのかに簡

単に触れておく。

繰り返しになるが、岸の採ったアプロ ー チは

“アジアによるアジアのための経済開発”であっ

た。例えばビルマやセイロンといった中立主義国

には、この基金は何ら排他的なものではなく、

「構想は決して他のルート（共産圏のことをさす

一引用者注）よりの援助を封じたり、文一国

（日本のことを指す 一引用者注）がこれをコン

トロールした りするような趣旨のものではない」l田

と述べたり、或いは「経済の発展を政治的考慮に

結びつけることは適当ではない」1回 と、米国の手

先と見られる懸念を払拭するよう務めたのである。

このような岸の努力にも関わらず、この構想に

ついての東南アジア諸国の反応は、セイロンと中

華民国をのぞいて否定的、あるいはほとんど無反

応であった。当初は好意的反応を示したセイロン

も後に否定的な返答をしているし刷、中華民国の

賛成には、米国を引き込んで反共経済圏を創設す

るなら賛成するという政治的な考慮があったのだ

ろう。なぜなら蒋介石は記者会見で、岸の提唱し

ているよ うな中立主義を含めた東南アジア との経

済協力は、そのまま共産主義国との経済協力にな

るのできわめて危険であると断定したのである 1050

その他の国々が岸構想、を受容しなかった理由は、

①ソ連、中国という共産国への配慮（ビルマ1田）

②米国が背後で糸を引いているという病疑心（イ

ンド叩）、③アジア諸国内での資金配分競争に対

する懸念から、多国間より二国聞を好む（パキス

タン 1凹）ということであった。

東南アジア訪問から帰国して間もなく、 6 月 16

日の夕方に、岸はアメリカへと飛び立った。いわ

ゆる“日米新時代”の幕開けである。岸が本格的

に東南アジアの経済開発基金について語ったのは、
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20 日のダレスらとの会談においてである。岸はこ

れらの諸国における生活水準の低さと、それにつ

け込む共産主義浸透の危険性を指摘し、東南アジ

アへの技術援助の供給を早急に行わなければなら

ないと注意を喚起した。これに対してはディロン

(Dillon, C. Douglas）国務次官代理（経済問題

担当〉がコメントを行い、アメリカも日本と同意

見であり、「現在議会に基金要求をしている最中

である。 2年後にはそのような基金は再び増額さ

れると思う」と語り、岸を喜ばせたのである。岸

は自らの構想に触れ、未だこの構想は漠然としか

固まっておらず、さらなる詰めが必要であるとし、

アメリカの研究を期待すると述べた。ダレスはこ

れに対して、この構想を実現させるのは困難で、あ

ろうが、 アメリカはその構想が基本的に支持でき

るものであり、追求すべきであるので、「その目

的に共感をもって」研究することを約束したので

あるヘランドール提言を受けて自らが日本にア

プローチするようマッカ ーサーに要請したことも

あり、ダレスはこの時点ではまだ岸構想、に対して

好意的だった。従来の研究では、ダレスは当初か

ら東南アジア開発基金構想、に否定的であり、岸訪

米の前マッカーサ一大使にその旨を日本側に伝え

るよう命じたという見解を示している 110 0 その根

拠となった国務省文書の中に、「電文 2304 から

2307。岸の最初の卜ーキング ・ ペーパーは、日本

の立場と要求が書かれている。 ・・ ・岸はワシン

トン訪問の目的を見失っているのではないか・ ．．

ワシントンでは相互の意見を交換し議論をするが、

交渉は行わなし、。岸に、訪問中は交渉の土台とな

る話はするつもりはないと伝えてほしい ・・・」

という記述がみえるが、同構想、を直接指摘する言

及はみられな~ , 11 1。ここでのダレスの懸念は、岸

が持ち出してきた「電文 2304 から 2307 における

最初の」 トー キング・ペーパーに書かれた要求、

つまり 4 月 13 日に提出された安保、領土問題なと

についてであった九ダレスはこの構想を受け取っ

た時点ではアジア経済統合で日本が果たす役割に

肯定的であり、同構想にもとより反対であったと

いう証拠はない。アメリカ側ではこの構想、が日本

からの初めての公式で、具体的なイ ニシアティブ

であると評価し、同構想、の実現可能性を再考する

必要性を認めている。そしてそれは慎重に検討す

るよう、ヤング委員会に委託されたのであった113 0

3年前の吉田と同じく、岸は 21 日にナショナル・

プレス・クラブの壇上に立ち、アジア諸国の西欧

に対する不信と、そこに付け入る国際共産主義の

脅威を声高に訴えた。もしわれわれが、アジアを

援助し、その自由を獲得しようと欲するならば、

アジアの現実を充分に考慮、に入れて政策をたてな

い限り、この重要な地域に希望と進歩をもたらさ

んとする企図はすべて失敗に終わるだろうと九

つまり岸によれば、従来のようなアプローチでは

アジアの現実に不適切であり、新たな政策が求め

られている。そ して自らの構想こそがま さにそれ

であったのだ。

岸が自らの構想、をアメリカに手交した後、 9 月

になるまで日本側ではこの構想実現についての具

体的な動きは何ら見られなくなり、アメリカの手

に委ねられることになるのである。

第2節：ヤング委員会

岸構想、を研究することを任ぜられたヤング委員

会は、第 2章第 1 節で述べたように 5 月に発足し

ている。そしてすでにその前の 3 月に、ランドー

ル提案を受けて日本の見解をマッカーサーに探ら

せた後、国務省は日本を中心としたアジア地場経

済協力が望ましし、かどうか、東南アジア各国大使

に訓令を出し、意見をうかがっていた。これらの

報告によると、反日感情が強いフィリピンと韓国

はもちろんのこと、その他の国々も日本の経済的

侵略に対する恐れが強いことから、アメリカが日

本の後ろ盾をする ことは、 むしろ各国の反発を招

来して逆効果であるという意見が多かった。新し

く独立した これらの国々にとって、現段階では自

国の経済開発に精一杯であり、お互いに経済的補

完をなす段階に達していない上、多国問機構を新

たにっくりそれを通じて経済開発を行えば、より

進んだ日本のような国のための単なる原料供給源

として従属を強いられることになりかねない、と

いうのがその理由であった。それゆえ、東南アジ

アの経済開発は現段階では各国の意志を尊重して、

二国間で行ったほうが好ましいというのがほぼ一

致した意見だったのである 115c
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これら各国大使の報告は、岸が東南アジア諸国

首脳と行った会談内容と！照らし合わせると、かな

り正確に東南アジアの実状を捉えたものだったと

言えよう。ただ付言すべきは、東南アジア諸国が

おしなべて反日感情を有しており、日本の経済進

出に対する危倶の念は当然大きいという先入観が

報告書の中に散見できることである。プノンペン

からの報告で、「カンボジアは日本に対して何ら

憤慨も、経済進出にたいする憂慮も感じていない

のは驚くべき事である」!16 と述べているのはその

典型例であろう。岸との会談における、中立主義

国首脳の発言内容から付度すれば、彼らは 日本よ

りもアメリカの意図に対する懸念の方が大きかっ

たはずである。これらの国々の反米感情には鈍感

であり、逆に反日感情が強いという先入観をアメ

リカが持っていたからこそ、岸の説得はなんら力

を持たなかったどころか、その意図がまったくア

メリカには通じていなかったのではないだろうか。

これらの各国大使の報告や、 1955 年のシムラ会議、

アジア極東経済委員会（ECAFE）などがヤング

委員会での考察の対象となったのである。

この委員会の最終報告は 9 月 11 日に提出される。

その報告書を貫いているのは、この地域における

経済協力は望ましく、そのためにアメリカが支援

する こと は有益であるという見解であり、地域経

済統合それ自体には賛意を示している。 しかしな

がら、新たな多国間機関の創設は現状では困難で

あり、現時点では、アメリカは現在地域経済協力

のためにドラマティックで大規模な措置をとるよ

りは、むし ろ二国聞か少数のグループで厳選され

たプロジェクトやコロンボ・プランなどの既存の

組織を通じて経済開発を行うのが好ましい、とい

う提言がなされている。このような協力を継続し

ていくことが、将来における地域間協力を醸成す

るための捷径である、というのがこの報告書の繰

り返し述べられている主張である。

注目されるのは、過度のナショナリズムと同様、

「汎アジア主義（Pan-Asianism）」は自由主義国

側に対して敵偏心を持ちかねなく、共産主義に付

け入られる恐れがあるので注意が必要であり、西

側との協調が利益をもたらすという考えを弱めさ

せてはならないと述べられていることである。 岸

の持ち出した“アジアによるアジアのための経済

開発”というアプローチは、ここで退けられてい

る。そしてその理由は、日本によってアジアで新

たな勢力圏が創り出されることではなく、共産主

義に利用されることに深い畏怖を抱いていたか ら

に他ならない。

また、地域経済協力のために日本が果たす役割

の重要性を認めてはいるが、日本がこの地域でリー

ダー シップをとるためにアメ リカが直裁公然と協

力する姿勢を示すことは、アメリカの利益に もな

らずに、いたずらに地域協力を複雑にさせるだろ

うという結論を下している。 日本が東南アジア経

済開発に参画したとしても、それは中国との貿易

を減らすことを意味しなし、。 日本はソ連を含むあ

らゆる地域と経済交流の拡大を目論んでおり、東

南アジアとの経済協力が増大しようとも、その趨

勢は変わらないだろうと委員会は断言するのであ

る 117。すなわち、ここで日本が反共経済圏形成の

意図はなく 、 単なる 日本の経済目的のために東南

アジア進出に意欲を見せているに過ぎないことを、

委員会は的確に見抜いていたことがわかる。この

報告書は 9月に CFEP 会議で討議され、翌年一月

に CFEP562 “アジ アの地域的経済開発および協

力”として正式に承認されることとなったのであ
る ll80

第 3 節：徒労

前節で述べたように、ヤング報告の最終結論は

9月 11 日に出された。本節で見るように、 9 月後

半に訪米する藤山外相、一万田蔵相に対するダレ

スらの対応か ら考えて、もう既にこの時点におい

て、国務省はこの報告を受け入れていたと考えら

れる 1九しかしヤング委員会が最終結論を下した

後も、そのことを知る由もない日本はしばらく無

駄な努力を続けることとなる。

9月に藤山と一万田が、 10 月に河野（当時経済

企画庁長官）がアメリカを訪問し、ダレスらと会

見を行って岸構想への支持を求めた。藤山は以前

から岸構想を実現させるためにその修正を公言し

ていたがl町、ダレスは藤山に対し、日本と東南ア

ジア諸国との経済協力構想それ自体には全く賛成

だが、現在新しい地域機構ができる可能性も、そ
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の必要性があるとも思わないと素っ気無かった。

まず必要なのは、他の固からの賛意が得られるこ

とだと ダ レスが述べた後、同席したディロンが言

葉を繋ぎ、今回の日本のアプローチに対して、東

南アジア諸国からの返答を知りたいと藤山に尋ね

た。 藤山はこれに対し、まだ向の反応もないと正

直に認めざるを得なかったのである山。 一万田や

河野に対しても、ダレスらは同じ回答を繰り返す

だけだったぺ この一連の会談において、アメリ

カがこの構想に賛成できない理由として挙げたの

は、まさにヤング委員会の最終報告が結論づけた

ことであった。

藤山はその後イギリスやインドにも基金構想へ

の協力を求めたが、何ら実質的な約束を取り付け
るには至らなかった問。

11 月 18 日、再び岸は東南アジアへと旅だった。

今回は南ベトナム、カンボジア、ラオス、マラヤ、

インドネシア、フィリピンなどの狭義の東南アジ

ア諸国に加え、オー ストラリア、ニュージーラン

ドをまわった。東南アジア諸国の積極的な支持を

得ることができれば、 まだアメリカの参加を得る

可能性はあるだろうというー棋の望みを捨てなかっ

た日本政府は山、一応この訪問でも自らの構想、を

東南アジア諸国に伝えて回ったのだが、その意欲

は明らかにトーンダウンしていた。どの固におい

てもこの構想について突っ込んだ話は行われず、

岸は通り一遍の説明に終始しただけだった。カン

ボジアからはすでに「国内事情から参加できない

Jl2る という申し入れがあったし、マラヤでは開発

基金の話がなされたという事実は、少な くとも外

務省の会談録には見あたらない1260 インドネシア

からは、岸との会談内容を賠償にしぼり、その他

の事項については討議の用意はないという意向が

事前に伝えられていたへ結局、今回の訪問で岸

構想、に積極姿勢を示したのは｜唯一ラオスのみであっ
Tこ i担。

そして、日本の各国への打診は第二次東南アジ

ア訪問を機に終了する。この年の 12 月に、岸が自

らの構想、にアメリカが参加する可能性を示唆する

発言を続けていたことに憂慮 し た国務省は、「さ

らなる誤解を避けるために」その予定はないこと

を明言する声明案を作成する旨を正式に外務省に

伝えている！目。 東南アジア開発基金構想、は、アメ

リカから冷ややかな反応しか得ることができず、

アジアにおいても、中華民国とラオス以外に賛意

を示す国はなかったのである。

第4節 ： 後白書

石橋政権の閣僚をそのまま受け継いだ第一次岸

内閣だったが、 1957 年 7 月に内閣改造を行い、独

自の内閣をつくる機会が訪れる。蔵相には、池田

をおろして河野に近い一万田尚登に据えたが、こ

の派閥人事が岸構想とその将来について微妙な影

響を与えることとなる。

昭和 33年度予算は、池田蔵相の下「千億減税千

億施策」と称せられた前年度予算の反省に基づい

て編成された。政府の積極的な財政施策が輸入を

急増させ、外貨の激減を招いたからである。 31 年

末に約 14億ドルあった外貨保有高は、 32年 6 月末

には 8億 7900 万ドルまでに落ち込んでいた1却。 一

万田は就任早々、執行中の 32年度予算について行

き過ぎを指摘し、緊縮予算の方針を表明したので

ある。 しかしながら、 7月末に新規余剰金が 31 年

度の好況を反映して 1002億円にも達する ことが明

らかになる と、歳出を抑制すると公言 していた大

蔵省はジレンマに陥ることになる山。結局、この

余剰金は棚上げすることを目的として、一般歳出

財源に充当することを避ける方針がとられること

となった。その中で補正予算を組まずに使用でき

る基金のーっとして、「東南アジア開発協力のた

めの国際的機構に対する出資および当該機構が設

置されるまでの聞において、将来当該機構の出資

に振り替えることができる性質の国際的協力によ

る投資の財源にあてるためJl32、日本輸出入銀行に

東南アジア開発協力基金として 50億円が認められ

た。おそ らく この決定の裏には、前年“アジア開

発金融機関”構想、を提唱した本人である一万田の

意向も働いていたのであろう l担。結局この基金は

資金運用部に預託管理されることにな り、 “経済

に対する刺激要因”とならないような配慮が加え

られたへさらにこの基金を運用するのは、 二国

間以上の国際的協力による投資であることが必要

とされ、基金から出資または投資する場合にはま

ず、内閣においてその方針を決定し、大蔵大臣が
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その方針に従わなければならないという方式がと

られたのである l九 このように厳重に施錠され、

その利用を制限された東南アジア開発協力基金は、

いわは、余剰金の恩恵とでも言うべきものであった

が、「海外経済協力基金法」により昭和 36 年海外

経済協力基金に振り替えられるまでは、何ら活用

されないまま眠ることになった！九

かくして、 50 億円の置きみやげを残して、東南

アジア開発基金構想は構想のままその役目を終え

るのである。

終章：結論

本稿での分析を通じて、明らかになったことは

3点ある。第一に、 従来の日本外交史研究で定説

とされていた岸外交の対米自主的性格が、 東南ア

ジア開発基金構想に関しては誤ったイメージだっ

たという事実である。この構想はアメリカから持

ちかけられた、いわは対米協調の一環であった。

対米協調を保ちながら、東南アジアに対しては盟

主意識を持っていたために出現した構想だったの

である。つまり、 岸はアメリカ と対等の立場に立

つために こ の構想を実現させて、アジアの盟主に

なろうとしたのではなく、アメリカの協力を前提

として、すでに日本はアジアの盟主である という

アジア観を内在していたために、この構想、を打ち

立てたのであった。

すなわち、先行研究においては、図 1 (74 頁〕

のように、対米協調と対米自主という一本の対立

軸しか想定されていなかったために、岸外交は誤っ

た位置づけがなされていたのである。これをアジ

ア観の強弱という、もう一本の軸を付け加えるこ

とで、図 2 のような、より正確な岸の東南アジア

外交の位置づけが与えられる。戦前においては、

対英米協調とアジア主義は相反するイデオロギー

であり、このように 2本の軸を用意する必要はな

かった。しかしその対立するイデオロギー を、そ

のまま単純に戦後に適用することはできなくなっ

た。戦後、岸のアジア主義からは反欧米とい う対

決的な思想の性格は消えうせたが、アジアの盟主

観は婿罪意識なくそのまま残ったのである。この

ように、日本 ・ 東南アジア・南アジア諸国を含め

た広大な地域を、西洋の対置概念としての“アジ

ア”と一括りにし、日本をその上lこたつ盟主と位

置つ‘けるアジア観こそが、アジアを包括した多国

間組織をつくり、日本を中心として経済開発を行

うという、東南アジア開発基金構想、の性格を決定

した要因であった。従来、米国に対する歴代首相

の個人的態度から説明されてきた戦後日本の東南

アジア外交は、政策決定者のアジア観を説明変数

として加えることによって、より正確な姿を浮か

び上がらせることが可能になる。このような分析

枠組みは、岸外交に限らず、戦後日本の東南アジ

ア外交を説明するのに有効ではないだろうか。

本稿によって、岸の東南アジア外交の対米自主

的性格は修正された。これを最近の中国政策、安

保改定の研究に加えることによって、対米自主と

位置つけられてきた岸外交の根本的な再考が求め

られよう。

第二に、提唱に至ったプロセスと各国との協議

内容によって、岸構想、のもう一つのイメ ー ジが修

正されることになる。岸構想、を反共経済圏の確立

を目指したものだと位置つ‘ける研究は多い問。確

かに、 岸自身は強い反共イデオロギー を有してお

り 、中華民国で中国との対決姿勢を示したり閥、

アメリカでは日米共同声明の冒頭で国際共産主義

は依然として大きな脅威であると語っているとこ

ろから、そのような印象が浮かび上がるのは当然

である。しかしながら、その出現プロセスや東南

アジア諸国首脳との会談を見る限り、この構想が

冷戦構造の一翼を担うような意図があったとは言

えない。岸が目指したのは、“アジアによる”多

国問機構であって、決して“自由世界による”そ

れではなかった。東南アジア諸国に対してはその

アプロ ーチで訂U専するよう 1労めたし、 アメリカと

の共同声明でも、日本側が極力反共性を前面に出

すのを避けようとしていたことが見受けられる 1ヘ

ダレスとの会談やナショナノレ・プレス・クラブに

おいても、反共経済圏の創設を訴えたのではなかっ

た。もちろんアメリカの資金を引き出すためには、

彼らにはびこる共産主義への脅威認識に訴えるの

が最善の方法である。それは日本が一貫して言い

続けたこ とであり、岸もその例外ではなかった。

しかしそれはレトリックに過ぎず、ここでは共産
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主義を駆逐せよと言ったのではなく、アジアの現

実を直視し、それに見合ったアプロ ーチを採れと

岸は訴えたのである。アメ リ カの発言力を抑え、

それをアジアに平等に分け与えるというこの構想

の性格は、それゆえに正当化されたのである。中

国の脅威を強調し、既存の機関への援助を増額す

ることを要求した吉田とはこの点で大きく異なる。

図 2 で見るように、吉田にはアジア観は希薄であ

り、それゆえ日本が主導権を握る意図はなかった

のである。

最後に、岸のアジア観が実在のアジアとはかけ

離れていたことが、この構想、が挫折した理由とし

て挙げ られる。岸は自らの構想を金看板として東

南アジア諸国を歴訪する。しかしそこで岸が直面

であるという結論を下しているのである。さらに

日本にとって悪いことに、アメリカ内には東南ア

ジア諸国（南アジアであれ、東南アジアであれ〉

が日本に対して第二次大戦の体験から悪感情を持

ち続けているという先入観があった。それゆえこ

こアメリカにおいても、 岸の訴えた“ア ジアによ

るアジアのための経済開発”というアプロ ーチは

全く理解されずに無視され、その構想、はあえなく

退けられるのである。

ここに、 1957年岸の東南アジア開発基金構想、は

終駕する。東南アジア諸国からも、 アメリカから

もこの構想への共感を得られなかったばかりか、

歴史にもその誤ったイメージのみを残して。

したのは、 各国首脳の岸構想に対する消極的な姿 図 1 従来の研究

勢だった。中華民国とラオスをのぞいて、 各国は

援助をしてもらうのなら二国間で個別に行った方

がよいというのが一致した意見だった。まずは自

国の経済発展lこ蓮進していた これらの国々にとっ

て、域内先進国に従属する恐れがあ る多国間機構

創設には反対だった。そしてその考えは、 1955 年

に聞かれた コロ ンボ ・ プランのシムラ会議でも確

－ 吉田茂

・ 池田勇人

対米協調‘

認されたことであり、 2年という歳月は何ら変化 図 2 ：ア ジア観という対立軸を追加

をもたらさなかった。このような東南アジア諸国

の態度こそ、 こ の時期アジアで地域的制度の創設 アジア観強

が実現しなかった原因だったのである。

日本の掲げた “アジアによるアジアのための経

済開発”は、ここ に退けられる。 一つのアジアに

冠たる臼本という考えは、 日本人の意識の中に存

在して形を与えられた虚構に過ぎず、 実在のアジ 対米協調

アには日本に対する尊敬の念はおろか、アジア連

帯意識すら稀薄だったのである。すなわち岸構想、

・ 犀

－ 吉田 －鳩山

－ 鳩山一郎

． 石橋湛山

・ 岸信介（つ）

砂対米自主

対米自主

を性格つけたアジア観は、 実在のアジアにおける ・ 池田 ・ 石橋

同一性の不在と、盟主としての日本観の欠如とし 、

う 、 二つの意味で認識と実在の本離という陥穿に

依っていたのであった。

そのような東南アジア諸国の思惑をある程度正

確に理解していたのが、岸構想、に消極的だった日

本の外務省とアメ リカだった。ヤング委員会の最

終報告は、 将来的には こ のよ う な多国間でのアジ

ア地域協力はアメリカの利益にかなっていると肯
定している。 しかし現状では、それは極めて困難

アジア観稀薄
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i この構想、が出てきた当時、その正式名称は“アジア”開発基金であった。しかし、当時の新聞報道や岸の回顧録

においては“東南アジア”開発基金と呼ばれている。 本稿でも、引用文以外は“東南アジア”開発基金で統一する。
2 ”Kishi Visit Junel9-21, 1957 Background Paper" General Records of the Dept. of State, Records of the 

Bureau of Far Eastern Affairs (RBFEA と l格記）, 1956-58, Conf巴rence, Meetings, & Visits 57RG59, 

Box3,National Archives.Coll巴ge Park, MD. (NACP と略記） ．岸が訪米する直前、 大蔵省と通産省に諮るため、

両省に提出した外務省案が、大蔵省財政史室編『昭和財政史 一昭和 27～48年度第 18 巻 資料（6）国際金融 ・

対外関係事項』東洋経済新報社、 1998 年、 463 頁～467 頁で公表されているので、詳しくはそちらを参照のこと。

ちなみに、この案と米国に手交したものはほほ、同内容であり、大蔵、通産両J省が大幅に子直しした形跡はなし、。

'18 カ国と は、オーストラリア、カナダ、ニュージーランド、イギリス、アメリカ、日本の援助供与 6 カ国と、ヒ

ノレ7、カンボジア、セイロン、インド、インドネシア、ラオス、マラヤ、ポ jレネオ、ネノマ－ ｝レ、ノマキスタン、タイ、

フィリピンの被援助 12 カ国である。

4 岸信介『岸信介回顧録 一保守合同と安保改訂』腐済堂出版、 1983 年 319 頁では、 岸自身は 3 億 ドル程度と回想

しているが、構想発表当時の額は 5億ドルである。

8 この他に、アジア向け中期輸出手形の再割引機関（資本金 1億ドル）とアジア貿易基金 （同じく l 億ドル〕の設

置が同時にアメリカに提案されているが、それら 3つをセットで“東南アジア開発基金構想”とする。

6 先行研究として、山本剛士『戦後日本外交史VI 南北問題と日本』三省堂、 1984 年。樋渡由美「岸外交における

東南アジアとアメリカ」近代日本研究会編「年報近代日本研究 11 協調政策の限界」山川出版社、 1989 年。同

『戦後政治と日米関係』東京大学出版会、 1990 年。 Shimizu, Sayuri., Creating people of plenty The United 

States and Japan ’s economic alternatives, 1953-1958, Ph. D. Diss巴rtation :Cornell University , 1991.清水さゆ

り「ポスト占領期の日米関係」上智大学アメリカ・カナダ研究所編『アメリカと日本』彩流社、 1993 年。李鐘元
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年。 Schall巴r, Michael., Altered States : The United States αnd Jα.pan Since Occupation, New York:Oxford 

University Press,1997. 黒崎輝「東南アジア開発をめぐる日米関係の変容 1957 - 1960」東北大学法学会『法撃』

第六十四巻第一号（2000年）。外務省資料に依拠した最近の研究として、井上寿一 「戦後日本のアジア外交の形成J
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B 代表的なものとして、添谷芳秀『日本外交と中国 1945-1972』慶店長通信、 1995 年。樋渡、前掲『戦後政治と日
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lJ 同上、 320 頁。

14 岸信介、矢次一夫、伊藤隆『岸信介の回想』文芸春秋、 1981 年、 167 頁。
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16 吉田と岸の反共性の比較として、北岡伸一「吉田茂における戦前と戦後」近代日本研究会編『年報近代日本研究

16 戦後外交の形成』 山川出版社、 1994年が本稿と同様、岸は吉田に比べ反共性は稀薄だったという指摘をしてい

る。

17 樋渡、前掲「岸外交」では、アメリカがこれを拒否したのは、 日本がアジアに「アメリカからは独立した勢力圏」

をつくることにアメリカが懸念したためである、という仮説を提示している。これに対する批判として、李、前掲

論文では、むしろアメリカは東南アジアにおける日本の役割に期待しており、アジア諸国の対日不信がアメリカの

追求する地域的協力体制への障害だったと論じている。黒崎、前掲論文は実証研究により、樋渡論文の資料解釈に

疑問を呈し、李の主張を支持した。ここに、この論争に終止符が打たれたと言えるだろう。本稿も李らと同じ見解

であり、よって樋渡仮説の妥当性を改めて間わないことにする。
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(1957 年〕。
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32 竹内好『日本とアジア』ちくま学芸文庫、 1993 年、 88頁（初公刊は筑摩書房、 1966 年）。 竹内は、岸外交を竹山
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。 向上、 190 頁。
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Praeger Publish巴rs,1970,pp.38 , 39.
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信介研究一』ダイヤモンド社、 1977 年、 90～94 頁が詳しし、。

51 正村公宏 『戦後史（上）』ちくま文庫、 1990 年（初公刊は筑摩書房、 1985 年）、第 7章。

52 『毎日新聞』 1957年4 月 28 日。

日岸、前掲『回顧録』、 320頁。

" "From Tokyo to Secretary of State ” December 20, 1957 611.94/12-2057, Records of the U.S. Department 
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Trade αnd A id Eisenhower ’S Foreign Economic P口licy, Baltimore:Johns Hopkins University Press,1982. 
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日 Kaufman, op.cit., pp .51~ 53. 
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60 大来佐武郎「1955 年におけるアジアの国際会議」『アジア問題』 12 月号 (1955 年〕。”Officials Meeting Asian 

Members Colombo Plan Consultative Committee ” May 13, 1955 PPS, Boxll,DDEL. 

61 宮城大蔵『バンドン会議と日本のアジア復帰 一アメリカとアジアの狭間で』草思社、 2001 年。

62 大来、前掲論文、 70 頁。

日 Kaufman, op.cit. しかしながら、厳密にはこの言葉は正しくない。アイゼンハワ一政権一期目においても、援
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日 Kaufman, op.cit., chap.9. 

66 ”Report by the Chairman of the Council on Foreign Economic Policy (Randall ]” December 1956, FRUS, 

1955-1957, Vol. 9, pp.29～43. また、彼自身はこの地域にフォーマルな機構をつくるという提案をしたのではなく、

まずは非公式に各国代表が互いの経済問題について話し合う場を設けたらどうか、という程度の考えであることを

ダレスに述べている（”Randall to Dulles" January 22, 1957, PPS, Box 11,DDEL. ） 。

61 ヤングは 1953年まで国務省の北東アジア局長、それ以降はフィリピン及び南東アジア局長に就いていた人物で

ある。
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開”Memorandum of Conv巴rsation, Department of State ” February 4, 1957, FRUS, 1955-1957, Vol. 23, 

pp .258~ 261.”Memorandum from Dulles to Randal ” February 8, 1957, PPS, Box 11,DDEL. 

相”Telegram From the Embassy in Japan to the Department of State ” February 20, 1957, FRUS, 1955 

1957, Vol 23, pp.267~ 268. 

70 ”From Tokyo to Secretary of State" March 3, 1957, PPS, Box 11,DDEL. 

71 アジア協会、前掲書、 11 頁。

72 Kaufman, op.cit., pp.101~ 102 

73 『日本経済新聞J 『読売新聞』 1957 年 3 月 6 日。『毎日新聞』 1957年 3 月 6 日（夕刊）。

74 アジア協会、前掲書、 4頁。

75 向上、 34～44 頁。この提言は、前年一万四構想誕生の発端になったジョンストン自身の演説（第 l章第 l釘j参照〕

モ思い起こさせる。

76 Kaufman, op.cit., pp .101~ 104 

77 岸信介 ・韮津嘉雄「渡米を前にして」『中央公論』 5月号（1957 年〉、 132 頁。

76 『朝日新聞』 1957 年 l 月 24 日（夕刊）。

79 （岸大臣、フェアレス委員長会談要旨）＜フェアレス来日＞。

回 出席者について詳しくは、『朝日新聞』 1957年 3 月 6 日。『読売新聞』 1957年 3 月 16 日を参照のこと。外務省から

は前述の湯川も出席している。

81 『朝日新聞』『毎日新聞』「日本経済新聞』 1957年 3 月 29 日。

82 『朝日新聞』 1957年 3 月 29 日。ちなみにこの会合では、小島新一（八幡製鉄社長〕ら 5人が新たに追加された。

回 松村謙三 「東南ア ジアを巡って」自由民主党政務調査会『政策月報』 3月号 (1957 年〕。

制若宮啓文『戦後保守のアジア観』朝日選書、 1995 年、 124～129 頁。

防『読売新聞』『毎日新聞』 1957年 3 月 26 日。

“ 例えば、山崎隆造「日本の対アジア経済協力の実績と問題点」『アジア問題』 4月号 (1957 年）。同「欧州共同体

の調印と今後の問題」「経団連月報』 5 月号 (1957 年〕 。 林信太郎「アジア共同市場論」『通商産業研究』 6 月号

(1957年）（当時、山崎は通商局経済協力課長。 林も同じ経済協力諜に在籍）。 山崎が『経団連月報」でアジア共同

経済圏構想についての論文を掲載していることは、彼と経団連との繋がりを示していると言えよう。

87 （フェアレス委員会に対する要竪事項〕＜フェアレス来日＞。ちなみに、外務省文書における通産省試案のこの

部分は括弧で固まれて、そこに、／印がついてい る。
四『日本経済新聞J 1957 年5 月 23 日。ちなみに、ここでは開発基金を米国に期待するのをやめるべきという提言

がなされている。

帥 『日本経済新聞』 1957 年4 月 18 日 。

田 経団連月報座談会、前掲「貿易の前途」。『読売新聞』 1957年 6 月 8 日 。

91 『産経時事』 1957年 3 月 29 日では、意見が2つに割れたとの報道がされている。またここでも、外務省が共同市

場的な構想、は困難であると説得を試みている。

回 『読売新聞』 1957 年 3 月 7 日。当時駐比大使から新駐米大使に決定した朝海浩一郎も、東南アジアを一つのもの

と考えるのは大きな誤りであると、開発基金構想、に否定的な見解を述べている（『毎日新聞』 1957年 5 月 1 日）。

田 外務省は、自らの案を 6月初旬に初めて通産省、大蔵省に提示した（『日本経済新聞』 1957 年6 月 6 日）。そ こで

の外務省案は、序章でも述べたように、大蔵省財政史室編、前掲『昭和財政史 18』 463 頁～467 頁で参照可能であ

る。

94 From Tokyo to Secretary of Stat巴 April 17, 1957, 611.94/4-1757, RDSUS.以下の記述はこの電文による 。

黒崎、前掲論文、 104～105 頁も参照。

95 ”Committee on Asian Regional Economic Development and Cooperation Notes on Ninth Meeting ” June 

24, 1957, SSS, Box3,DDEL. 

鋪第 26 回衆議院外務委員会議録、昭和 32 年4 月 19 日 。

97 原、前掲『戦後日本』 116、 570 頁。 既にマ y カーサーとの予備会談で岸は密かに安保改訂の準備を開始していな

がら、社会党の安保改訂の要求を、その必要は認められないとかわしている。 マッカ ーサ一大使との会談でも岸は、

国会の答弁は一般的なもので、この会談の内容とは全く独立しており、こ の会談内容は内密にしておく必要がある

とうち明けている（”From Tokyo to Secretary of State ”, April 20, 1957, 611.94/4 2057, RDSUS） 。

”岸信介 ・韮j宰嘉雄「空飛ぶ外相に」 「中央公論』 3 月号 (1 957 年〕。
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102 （岸総辺とウ ・チ ョウ ・ニエン ・ ヒルマ副総盟との会談録）＜岸一次訪問会談録＞。

1曲（岸総盟大臣とセナナヤケ・セイロン貿易大臣等との会談要旨〉＜岸一次訪問会談録＞。

-79-

刷 （各国共通問題に対する想定質問応答要領〕＜岸総理東南アジア諸国、オー ス ト ラリア、 ニュー ジ ーラ ン ド訪問

関係一件②（岸二次訪問②と略記）＞（第 1 2 回公開：マイ クロフィルム A’0151 ） 外交資料館、東京。
1国 『日本経済新聞』 1957 年 6 月 3 目。

出（岸総理大臣とウ ・ ヌ ・ ヒ’ルマ総理大臣及びサオ ・ クン ・キ オ ・ ビルマ外務大臣との会談録） ＜岸一次訪問会談
録＞。

間 後にセイロ ンがインドに岸柿想についての見解を求めた返答。（岸総理 「グ」セイロン総督と会談の件）＜岸総

理第一次東南アジア訪問関係一件①＞（第 13 回公開 ：マイ ク ロフ ィルム A’0 152）外交資料館、東京。

1曲（岸総理 ・ スラワルディ ・ パキスタン首相会談要旨）＜岸一次訪問会談録＞。

1個”Memorandum of a Conversation Betwe巴n Seer巴tary of State Dulles and Prime Minister Kishi ” June 20, 

1957, FRUS, Vol. 23 , pp.397~ 403. 

110 樋渡、前掲 「岸外交」、 224 頁。清水、前掲論文、 195頁。黒崎、前掲論文、 105頁0

Ill ”Telegram from Dulles to the Embas sy ”, Apri l 18, 1957 611.94/4 1857, FRUS, 1955 1957, Vol. 23, p.280 

112 ibid., p.277 の Footnote参照。

113 ”Kishi Visit Junel9-21, 1957”, RBFEA, RG59, Box3, NACP. 

＂＇＜ナ ショ ナル・プレス・ クラブにおける総理大臣の演説 1957年6 月 21 日＞細谷1也、前掲書、 403～407 頁。

115 ” Summ ari es of Letters From Chiefs of Missions in Reply to Assistant Secretary Robertson ’s Letters of 

February 19, 1957 Concerning the Proposal on Asian Regional Economic Integration" March 20, 1957, 

PPS, Boxll,DDEL "To Secretary of State from ... Bangkok, March 22, Kuala Lumpur, March 22, Djakarta, 

March 25 ,Phnom Penh, March 25, Manila, March 27, Singapore， ν＇larch 26, Kabul, March 28, Colombo, 

March 30, Vientiane, April 1, Karachi, April 12, Hong Kong, April 12, New Delhi, April 13, Saigon, April 

20 ” 1957, PPS, Boxll,DDEL . ちなみに中華民国はl唯一の例外で、地域協力には賛成だっ た。

1 』6 ”From Phnom Penh To Secretary of State" March 25, 1957, PPS, Boxll,DDEL 

117 I’Commi ttee on Asian Regional Economic Development and Cooperation ” September 11, 1957 PPS, 

Boxll,DDEL.Shimizu, op.cit., p.336. 

11' "Council on Foreign Economic Policy, 68" Meeting ” January 15, 1958 , White House Office, National 

Security Council Staff Papers, 1948-1962. CFEP SERIES, CFEP562 Asian Economic Development & 

Cooperation, Box8, DDEL 

川翌年3月にロパー トソン （Robertson Walter S.）国務次官補 （極東問題担当）がダ レスに送った電文では、こ

の報告書により日本案を拒絶する決定に至った ことが述べられて い る。”To the Secretary from FE-Mr. 

Robertson ” March 28, 1958, 611.94/3-2858, RDSUS. 

凹 『毎日新聞』 1957年 9 月 6 日。『日本経済新聞』 1957年 9 月 8 日（夕刊）。

121 ”Memorand um of a Conversation" September 23, 1957, FRUS, 1955-1957, Vol. 23, pp.488~ 504 

122 ”Memorandum of Conversation '’ Septe mber 26, 1957, 611.94/9-2657, RDSUS. 

1お（藤山外相 ・ロ イ ド外相会談） ＜磯山外務大臣英国訪問関係一件＞（第 13 回公開 7 イクロフ ィルム A’－ 0 154 ） 、

（藤山大臣 ・ ネ ール首相会談録） ＜イ ンド要人本邦訪問関係 平ール首相関係＞（第 11 回公開： 7 イ ク ロフィルム

A’－0143）外交資料館、 東京0

124 （訪問各国における記者会見応答嬰領） ＜岸二次訪問②＞。

出 向上。

tお（マラヤ連邦首相との会談要領）同上。

127 （イン ドネ シア関係） ＜岸二次訪問①＞。

128 （ラオス首相との会談録）向上。

＂＇ こ の辺の経緯は、 黒崎、前渇論文、 11 0～ 11 1 頁を参照。

130 大蔵省財政史室編『昭和財政史 第3巻J 1994 年、 353、 354 頁。

山大蔵省財政史室編『昭和財政史 第 2巻J 1998年、 121～ 1 26頁。
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四 「経済基飽強化のための資金及び特別の法人の基金に関する法律（経済基盤強化法）」（昭和 33 年 7 月 11 日法律

第 169 号）第 11 条。

国一万四は経済外交懇談会のメンバーでもあ った。 ちなみに、池田は当時岸構想のような多国間機構創設には反対

であった（『日本経済新聞』 1957年5 月 27 日 。 ＂From Tokyo to Sec1前ary of State" June 25, 1958, 611.94/6-

2558, RDSUS. 

山 この辺の経緯について詳しくは、大蔵省財政史室編、前掲『昭和財政史 第3巻』、第 7章を参照o

m 財政調査会編『国の予算』 同友書房、 1958 年、 446 頁。

出 その後、この基金を活用させるために 34 年自民党の対外経済協力特別委員会が“基金の設置についての基本構

想”を打ち出したが、 この委員会の委員長を務めたのは一万田その人だった。東南アジア開発基金が海外経済協力

基金に引き継がれる経緯は、海外経済協力基金『海外経済協力基金二十年史』大日本印刷、 1982 年、 序章～第2章。

問序章胸l注目参照。

瑚この訪問で蒋介石と会談した岸は、 「国府が中国を奪回すれば結構だ」と発言し、中国の相当な反発を呼んだ。

岸と蒋との会談に対する周恩来声明及び人民日報社説は、 “岸首相に対する中国の批判” 『世界』 10 月 号 (1957
年）。

国実はこの声明文案では、 米国が共産主義の脅威をより強調することを求めたのに対し、日本側がト ー ンダウンさ

せている ”Memorandum of Conversation ” June 21, 1957, FRUS, 1955 1957, Vol. 23, pp.413~ 415 


